
私は大阪維新の会市会議員団を代表致しまして、 ただいま上程されました議案第 364

号、株式の売り払いについて、賛成の立場から討論させて頂きます。 

 本市の平成 26 年度の財政状況を見ても、一定の 改善はみられるものの、不用地等の売

却代で約１３１億円、財政調整基金の取り崩しで約４６億円、合わせて約１７７億円もの補

てん財源に頼っている状態が続いています。 

 こういった厳しい財政状況の中、大阪市は将来世代に負担を先送りしないため、「補てん

財源に依存」  するのではなく、「収入の範囲内で予算を組む事」を 原則とし、市政の

抜本的改革を進め、「単年度の通常収支の均衡」を目指すこととしています。 

 また、安定的な財政運営を行う上でも、将来の価格予測が困難な株式配当のような不安定

な財源に依存するのではなく、むしろ厳しい財政状況下ですので、無配が続いている株式を

保有するよりも、資産を有効活用することにより、喫緊の課題となっている防災の基盤整備

や現役世代への投資など市民サービスを 充足させる為に活用することの方が今、市民から

求められていることではないのでしょうか？ 

 大阪市が筆頭株主で時価総額が８００億円を超える関西電力株に関しては、そもそも積極

的な資産運用を目的として保有したものではなく、経済環境を取り巻く劇的な変化もあり、

大阪市がこの株式を保有し続ける意義も薄れてきています。 

 原発の問題などもあり、復配の見込みがたっていない株式を保有し続けるよりも、平成

24 年度包括外部監査の結果報告書の中でも、「株式での運用方針の見直しを検討することが

望まれる」との意見が示されており、積極的に株式売却を推し進め、資産の組換え をする

ことにより限られた資産の有効活用をする ことの方が有意義ではないのでしょうか？ 

 今回付託されました財政総務委員会でも、先日関西電力株の最高値と最安値について他会

派から質疑されていましたが、平成元年のバブル絶頂期の株価と比較して、高い安いを論じ

ること自体が無意味で、オーク２００などの土地信託の問題と同じで、金融資産に疎い議会

はまた同じ轍を踏むのでしょうか？ 

現時点で５００億円近くもの含み益を抱えている 関西電力の株は、あくまでも売却しなけ

れば絵に描いた餅と同じで、処分してこそ確定した売却益となります。 

 配当の見込みが全く立たない株式を、本市が保有し続ける必要性が本当にあるのか甚だ疑

問です。 

 以上のことから本議案は自治体経営の永遠のテーマでもある、財政再建と市民ニーズの両

方を満たすことが可能な議案でもありますので、ここにおられる議員諸氏のご賛同を得られ

る事を確信して、私からの賛成討論と致します。 

 ご清聴ありがとうございました。 


